
(1) 

串間市工事請負契約約款の一部を改正する告示 

串間市工事請負契約約款（平成23年串間市告示第43号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ （建設資材を県外から購入する場合の通知等） 

＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿_ 

第７条の２ 受注者は、工事に係る建設資材（建設工事に係る資材の再資源化等に

関する法律（平成12年法律第104号）第２条第１項に規定する建設資材をいう。以

下同じ。）を購入する場合において、宮崎県内に営業所を有しない者を契約の相手

方としたときは、直ちに、発注者に対して当該契約の相手方の商号又は名称その他

必要な事項を通知しなければならない。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

２ 受注者は、建設資材を購入する場合においては、当該購入の相手方を宮崎県内

に主たる営業所を有する者の中から選定するよう努めなければならない。 

（下請負人の社会保険等加入義務等） （下請負人の社会保険等加入義務等） 

第７条の２ （略） 第７条の３ （略） 

２ （略） ２ （略） 

（債務負担行為＿＿＿＿＿に係る契約の特則） （債務負担行為又は継続費に係る契約の特則） 

第39条 債務負担行為＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿に係る契約

において、各会計年度における請負代金の支払の限度額（以下「支払限度額」とい

う。）は、次のとおりとする。 

第39条 債務負担行為又は継続費（以下「債務負担行為等」という。）に係る契約

において、各会計年度における請負代金の支払の限度額（以下「支払限度額」とい

う。）は、次のとおりとする。 

年度      円 年度      円 

年度      円 年度      円 

年度      円 年度      円 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（債務負担行為＿に係る契約の前払金の特則） （債務負担行為等に係る契約の前払金の特則） 

第40条 債務負担行為＿に係る契約の前金払及び中間前金払については、第34条中

「契約書記載の工事完成の時期」とあるのは「契約書記載の工事完成の時期（最終

の会計年度以外の会計年度にあっては、各会計年度末）」と、同条及び第35条中

「請負代金額」とあるのは「当該会計年度の出来高予定額（前会計年度末における

第37条第１項の請負代金相当額（以下この条及び次条において「請負代金相当額」

という。）が前会計年度までの出来高予定額を超えた場合において、当該会計年度

の当初に部分払をしたときは、当該超過額を控除した額）」と読み替えて、これら

の規定を準用する。ただし、この契約を締結した会計年度（以下「契約会計年度」

という。）以外の会計年度においては、受注者は、予算の執行が可能となる時期以

前に前払金の支払を請求することはできない。 

第40条 債務負担行為等に係る契約の前金払及び中間前金払については、第34条中

「契約書記載の工事完成の時期」とあるのは「契約書記載の工事完成の時期（最終

の会計年度以外の会計年度にあっては、各会計年度末）」と、同条及び第35条中

「請負代金額」とあるのは「当該会計年度の出来高予定額（前会計年度末における

第37条第１項の請負代金相当額（以下この条及び次条において「請負代金相当額」

という。）が前会計年度までの出来高予定額を超えた場合において、当該会計年度

の当初に部分払をしたときは、当該超過額を控除した額）」と読み替えて、これら

の規定を準用する。ただし、この契約を締結した会計年度（以下「契約会計年度」

という。）以外の会計年度においては、受注者は、予算の執行が可能となる時期以

前に前払金の支払を請求することはできない。 

２～５ （略） ２～５ （略） 

（債務負担行為＿に係る契約の部分払の特則） （債務負担行為等に係る契約の部分払の特則） 



(2) 

改正前 改正後 

第41条 債務負担行為＿に係る契約において、前会計年度末における請負代金相当

額が前会計年度までの出来高予定額を超えた場合においては、受注者は、当該会計

年度の当初に当該超過額（以下「出来高超過額」という。）について部分払を請求

することができる。ただし、契約会計年度以外の会計年度においては、受注者は、

予算の執行が可能となる時期以前に部分払の支払を請求することができない。 

第41条 債務負担行為等に係る契約において、前会計年度末における請負代金相当

額が前会計年度までの出来高予定額を超えた場合においては、受注者は、当該会計

年度の当初に当該超過額（以下「出来高超過額」という。）について部分払を請求

することができる。ただし、契約会計年度以外の会計年度においては、受注者は、

予算の執行が可能となる時期以前に部分払の支払を請求することができない。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（発注者の催告によらない解除権） （発注者の催告によらない解除権） 

第47条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契

約を解除することができる。 

第47条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契

約を解除することができる。 

(１)～(９) （略） (１)～(９) （略） 

(10) 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以

下この号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 

(10) 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以

下この号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 

ア （略） ア （略） 

イ 役員等が、暴力団員であることを知りながら、その者を雇用し、又は使用し

たと認められるとき。 

＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

ウ （略） イ （略） 

エ （略） ウ （略） 

オ （略） エ （略） 

カ （略） オ （略） 

キ （略） カ （略） 

ク 受注者が、アからカまでのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材

料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（キに該当する場合を除

く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従

わなかったとき。 

キ 受注者が、アからオまでのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材

料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（カに該当する場合を除

く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従

わなかったとき。 

(11)～(14) （略） (11)～(14) （略） 



(3) 

改正前 改正後 

別記様式第１号（約款第１条関係） 別記様式第１号（約款第１条関係） 

 
 



(4) 

改正前 改正後 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 別記様式第４号の２（約款第７条の２関係） 

 

 



(5) 

改正前 改正後 

別記様式第７号（約款第20条関係） 別記様式第７号（約款第20条関係） 

  

 


